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はしがき
Deaton and Muellbauer, “An Almost Ideal Demand System,” AER,１９８０b ; Economics and Con-
sumer Behavior ,１９８０a以降，食料消費の経済分析は，たとえば白菜・大根・トマトや牛肉・豚肉・
まぐろなどの単品／単種目モデルではなく，複数の生鮮野菜群や複数の食肉・鮮魚グループの需要
体系モデルが主流となっている（日本だけに限ってほんの２～３例を挙げれば，澤田学・澤田裕「家
計生鮮肉に関する需要体系分析」，１９９４；松田敏信『食料需要システムのモデル分析』，２００１; K.
Sasaki eds. Food Consumption―empirical studies of Japanese dietary,２０１２など）。
１９８０年代と１９９０年代前半における日本の食肉と鮮魚の家計消費の需要体系分析を実行した Eales
and Wessells（１９９９）は，１９８１―９０年に限ると食肉は鮮魚から “separable” とみなせるが，全期間を
通して眺めると結果は逆になる。日本の家計の食肉と鮮魚に対する嗜好に，「構造変化」があった
ことが示唆されると述べている（p．１２４）。１９９０年以降に限らず，日本の人口／家計は，近年着実に
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＜要約＞
個人の食料消費の変化は，伝統的には競合財を含む諸価格と所得によって説明されてき
た。近年は，牛肉，大根，りんごなど単品モデルに代わって，牛肉・豚肉・鮮魚，生鮮果
物・野菜類などの競合補完しあう複数財グループを対象とする需要体系モデルが主流にな
っている。他方食料消費は，人のライフサイクルに従って年齢段階によって変異する。わ
が国のように過去半世紀の間に大きな経済・社会的変革を経験した国では，戦中・戦直後
に育った古い世代と高度成長期以降に生まれたもの，さらにはグローバルな情報化社会に
育った若者の間には，顕著な差異が観察される。年齢／世代効果である。われわれは，年齢
／時代／世代効果を決定するコウホート分析に，価格や所得の経済変数を導入する「拡大コ
ウホートモデル」を開発し，りんごなど数種の生鮮果物，牛肉や牛乳などの個別単品に適
用し，デモグラフィックな要因を考慮しない分析に比べ，より納得しうる経済弾力性を推
定した。本稿では，北欧の非アルコール飲料の需要体系にコウホート変数を導入した Gus-
tavsen・Rickertsen（２００９；２０１３）に触発され，３種の生鮮野菜群にベイズ型のコウホート
モデルを適用して，経済的整合性を持つ，経済弾力性を計測する試みに挑戦した。
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（少子）高齢化している。『家計調査』全国平均で，世帯主の平均年齢（世帯員数）は，１９８０年に４５．１
歳（３．８２人），１９９０年に４９．４歳（３．５６人），２０００年に５２．８歳（３．３１人），２０１０年に５６．３歳（３．０９人）
になっている。日常的な観察からも，わが国の年配者の嗜好は若い人に比べ，肉より魚に傾斜して
いる，さらに出生世代的にも，戦前・戦中生まれの古い世代は高度成長期以降生まれの新しい世代
に比べ，牛・豚肉より魚になじみが強い感じがする（石橋，２００６；秋谷，２００７）。消費人口の高齢
化と新旧世代交代は，わが国家計の，たとえば食肉と鮮魚に対する嗜好を，「構造変化」させるこ
とに疑いない（鮮魚・食肉消費の年齢・世代別の計量分析は，森編，２００１；森・田中・稲葉，２００４；
Mori and Clason，２００４；Mori and Saegusa，２０１０などで展開されている）。
「構造変化」に対する従来の需要分析では，たとえば chow test など用いて，「変化」があったと
する仮説が統計学的に棄却されるか否か，またその時期はいつごろとみなされるか（Moschini and
Meilke，１９８９；Inaba, Mori, and Chadee，１９９２；澤田学・澤田祐，１９９４）が多かった。Denton et al．
（１９９９）は，１９６０年代における「ベービー・ブーマー」から「ベービー・バスト」への転換，その
後の少子・高齢化などのデモグラフィック変化の影響を意識して，「年齢／コウホート効果」，「トレ
ンド／コウホート効果」（p．４３１）と地域などのデモグラフィックのダミー変数を加えて，カナダに
おける支出体系の計量分析を試みた。結論として「消費支出の変化を説明するのに，価格と所得変
数に加えて，トレンド変数とデモグラフィック効果を意識的に考慮することは十分必要である」と
述べているが（p．４３９），われわれが本稿で試みようとしている年齢／時代／世代１）の３効果の識別問
題に配慮した厳密なコウホート分析ではない（たとえば田中他，２００７を参照）。
その点本稿が触発された Gustavsen and Rickertsen（２００９；２０１３）による「需要体系への年齢・
時代・世代変数の導入」の試みは本格的コウホート分析だが，モデルの基本構造は Deaton and Pax-
son（１９９４；２０００）；Deaton（１９９７）に従っているので，われわれが用いる中村のベイズ型モデル
（１９８２：１９８６）とは，特に「識別問題」の処置に関し，若干異なっている。Deaton他のコウホート
分析の問題点については，すでに幾度か指摘したが（森・Clason，２００７，pp．２０―２１；森，２０１１，pp．１２０
―０１，p．１２２），本稿で特に取り上げるべき問題ではない。本稿と並行して作業している別稿（川口・
森，『社研年報』２０１４）では，コウホート分析における時代効果に関心があるので，そこでは具体
的データのエンピリカルな分析を基に，論ずることにしている。
１）期間は１９６１―９２年の３２暦年，年齢区分は，１８―５７歳の前後３区分，すなわち未成年・成人・退職後と大
まかで，出生世代との関連は必ずしも明確でない。
本論：階差系列による需要体系と拡大コウホートモデル接合の試み
（三枝稿）
1．はじめに
Gustavsen, G. W. and K. Rickertsenの論文 “Consumer Cohorts and Demand System,”２００９と，
“Consumer cohorts and purchases of nonalcoholic beverages,”２０１３に触発されて，アプローチの仕
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方は異なるが，生鮮野菜（葉茎菜，根菜，他の野菜）の３種目グループに Almost ideal demand―
AI-demand systemをフィットさせる。
方法論解説のため，２節，３節と迂回するが最後の４節で，２節で推定された弾性値を媒介にし
て各種目の一人当たり消費量（二重分類された）に拡大モデルを，２節で述べるギブス・サンプラ
ーで推定する。A/P/C効果を種目間で比較するには，このアプローチが適切ではなかろうか。
一次階差の系列について
記号： 年次 j（j＝１，…n）と年齢階級 i（i＝１，…，m）で二重分類された（j，i）グループのデータを
Xjiとおく。Xjiを（X１１，X１２，…，X２１，X２２，…，Xnm）と並べた系列を｛Xji｝と記す。以下年次効果のベ
クトルを p，コウホート効果のベクトルを cとおおき，行列 D，F を次のように定義する：
D（i，i）＝－１，D（i，i＋１）＝１，i＝１．，…n－１
コウホート効果の個数を kとして
F（i，i）－１，F（i，i＋１）＝１，i＝１．，…k－１
ΔXji＝Xj＋１，i－Xj，iとして，ΔXjiを，Xjiのように並べた階差系列を｛ΔXji｝と記す。
｛ΔXji｝をつみあげたベクトルを ΔX（nm－１×１）とすると，階差系列の回帰式は次の（１）式で表現でき
る（誤差項は除いて）。
ΔX＝V１ΔP＋V２ΔC （１）
ただし
V１，V２は，それぞれダミー変数行列
ΔP＝Dp
ΔC＝０．２Fc
例えば，n＝４，m＝３とすると，（１）式の V１，V２は次の通り：
以上，述べたように，｛Xji｝を｛ΔXji｝に変換すると，年齢効果のように消えることはないが，ここ
では，コウホート成分を無視，年次効果だけを残して階差系列をモデル化する。
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2．２次元の階差系列について……Gibbs samplerを利用して
前稿（森・三枝「飲用牛乳」，『論集』４７（３））では「拡大モデル」による飲用牛乳の将来予測が
論じられているが，ここでは年齢・世代効果は考慮にいれず，１人当たり飲用牛乳と coffee drink
消費系列（１９７９―２０１２）の間の相互関連に注目する：
Xj１：飲用牛乳（milk）の１人当たり消費量の階差
Xj２：coffee drinkの１人当たり消費量の階差
ここでは，年次効果の local slopeを Pj１，Pj２として，つぎのようなモデルを設定する：
Xj１＝μ１＋Pj１＋εj１ （３．１）
Xj２＝μ２＋Pj２＋εj２ （３．２）
誤差項の組（εji，εj２）については，それぞれが N（０，V）に従うものとする。
年次効果の local slope Pj１と Pj２の組：Pj＝（Pj１，Pj２），について，次のような２次元の“漸進的変化
の条件”（中村，１９８２；Nakamura，１９８６）を課す：
Pj－Pj－１＝ηj， j＝１，…，n （４．１）
ηj ～ N（０，W）
ただし P０＝０
（４．１）式のWは次のように表現できる：
一次階差の行列を E，飲用牛乳と coffee drinkの年次効果の列ベクトルを P０１，P０２とすると，
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EP０１と EP０２の共変動がWになる。（３．１）と（３．２）の年次効果の推定値を上記の共変動に代入すると，
次のようなWの推定値が得られる。
W＝


０．０３５６ ０．００２６
０．２６ ０．０２９５



（４．２）
（４）式の“漸進的変化の条件”の別表現：Pjをつみあげた行列（２n×２）を Pとすると，
（４）式はつぎのように表現できる：
QP～N（０，I＊ Ψ） （４．３）
ただし Q＝E＊I： Iは２×２の単位行列
Ψ＝W－１
上記の（３）式を，Xj＝（Xj１，Xj２）’とおいて，通常の回帰式で表現すると，次の通り：
Xj＝Zjβ＋εj （５．１）
ただし
β ＝（μ１，μ２，p１，…，pn）
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Zj：２×２（１＋n）のダミー変数行列
（５．１）式の βは，次のような，事前分布に従うことになる：
Rβ～N（０，I＊ Ψ） （５．２）
ただし
R＝（０，Q）
（３）節に登場する回帰モデルでは，μ１，μ２の代わりに，経済変数が登場するが，この点を除けば，
（４）節のモデルは上記の（５）式と同じである。
（５）式の回帰モデルのパラメータの（μ１，μ２）と（P１，…，Pn）及び超パラメータの Ωと Ψを推定す
るのに，ここでは，ベイズ推定で活用されているMCMC法のギブス サンプラ （ーGibbs sampler）
（和合編著，２００５）を利用している。
ギブス サンプラーによる推定
CASE１
βの事前分布の Ψを（４．２）式のWに固定する。超パラメータの V については，
Φ＝V－１とおいて，Φの事前分布 p（Φ）～｜Φ｜－１として，βと Φの条件付分布を次のように設定する：
β｜Φ，X～N（＾β，B） （６．１）
ただし
β＾＝B（∑j Zj’ΦXj）
B＝（∑j Zj‘ΦZj＋R’（I＊Ψ）R）－１
Φ｜β，X～W（n，S１） （６．２）
ただし
S１＝（∑j（Xj－Zj＾β）（Xj－Zj＾β）‘）
W（n，S）は自由度が n，Scale Matrixが SのWishart分布
ステップ１：Φに初期値を与える。
ステップ２：（６．１）の正規分布 Φから βを生成する。
ステップ３：生成された βを（６．２）の分布に代入して Φを生成して，ステップ２に戻る。
以上の操作を N回反復して（β，Φ）の N組の標本を生成する。その平均値で（β，Φ）を推定
する。
推定結果が次頁の表（１―３）に要約されている。最後の行にWの逆行列 Ψが明記されている。
CASE２
（６．１）式の Bに含まれる Ψをゼロにして（β，Φ）を推定。
（３）式のモデルで，年次効果の（Pj１，Pj２）を除外した場合の誤差項の Φ＝V－１の推定値が得られる。推
定結果が表（１―１）に要約されている。
CASE３
CASE２を次のように修正する：Ψ＝W－１の事前分布を p（Ψ）～｜Ψ｜－１として
Ψの条件つき分布を設定する：
Ψ｜β，X～W（n，S２） （６．３）
Scale Matrixの S２は次のように求める：Rβを（A１，…Aj…An）’と分解（ただし Ajはいずれも２×
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１のベクトル）すると，S２は次式でえられる。
S２＝∑j AjAj’
CASE１のステップ３の次に，ステップ４を追加する：
ステップ４：生成された βを（６．３）の分布に代入して Ψを生成して，ステップ２に戻る。
ステップ２―ステップ４を反復して（β，Φ，Ψ）の推定値を求める。CASE３の推定結果が表（１―
２）に要約されている。（４．１）式のWによると，W＝Ψ－１は EP０１と EP０２の共変動行列であるが，
W＝


．０２３９ ．０２１６
．０２１６ ．０２６９



となり，EP０１と EP０２の相関係数は０．８５となる。
表１の｜V｜は（３．１）式の誤差項の共分散の determinantであるが，CASE２に比べて，CASE３の
｜V｜は半分以下に減少している。
表１ ギブス サンプラーによる推定結果
（１―１）
milk cof-drink
η ．０４３ ．５５４
Φ １．２７２
－．３５３
－．３５３
１．８４９



｜V｜＝．４４９１
（１―２）
milk cof-drink
η ．２０７ ．７３６．
Φ 

１．８７１
．６２８
．６２８
３．４７５．



｜V｜＝．１６３８．
Ψ １５１．７７
－１２１．５２
－１２１．５２
１３４．４２



（１―３）
milk cof-drink
η ．２６３ ．７８８
Φ 

１．９１６
．５４６
．５４６
３．３０８



｜V｜＝．１６５５
Ψ ７８．８９
－６９．５９
－６９．５９
９５．２７



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3．年次効果を含んだ需要関数の推定
葉茎菜，根菜，他の野菜の３種目のグループに限定して，各種目の支出比率の系列に，AI-demand
systemを fitさせる：
STEP1：各品目の支出比率W（j，i）の作成
各グループの年齢階級別一人当たり消費量を（付録表１―３），X１（j，i），X２（j，i），X３（j，i），価
格を P１（j），P２（j），P３（j）として，総支出 S（j，i）を作る。
S（j，i）＝∑Xℓ（j，i）Pℓ（j）
各品目の支出比率は
Wℓ（j，i）＝Xℓ（j，i）／S（j，i） ℓ＝１，２，３
STEP2
AI-demand systemによれば，
Wℓ（j，i）＝μℓ＋
３
k＝１
∑γℓk LnPk（j）＋βℓLn（S（j，i）／Pj＊）＋error
同時性の条件を追加して，γℓ３を消去すると
Wℓ（j，i）＝μℓ＋
２
k＝１
∑γℓk Ln（Pk（j）／P３（j））＋βℓ Ln（S（j，i）／Pj＊）＋error （７）
ただし，Pj＊は Stone型 price index
右辺の μℓを μ０＋Ai＋Pj＋c（j，i）と書き換えれば，APC変数を含んだ demand systemが得られる。
STEP3 階差系列への変換
（７）式を葉茎菜と根菜のWℓ（j，i）に fitするとして，まず，支出比率の階差を作る：
ΔWℓ（j，i）＝Wℓ（j＋１，I）－Wℓ（j，i）
例えば，葉茎菜の階差を（ΔWℓ（１，１）…ΔWℓ（１，m）…，ΔWℓ（j，１）…ΔWℓ（j，m）…）と並べて葉茎
菜の階差系列 ΔWℓが得られる。
以上のように（７）式の左辺のW（j，i）を変換して，年次効果の local slopeのだけを残せば，葉茎菜
と根菜の支出比率の階差系列は次のように表現できる：
RP１（j）＝ΔLn（P１（j）／P３（j），RP２（j）＝ΔLn（P２（j）／P３（j）），REX（j，i）＝ΔLn（j，i）／P＊j ））‘
そして
Uj＝（１，RP１（j），RP２（j），REX（j，i））
とおくと，
ΔW１（j，i）＝Uj δ１＋ΔY１（j）＋ε１（j，i）
ΔW２（j，i）＝Uj δ２＋ΔY２（j）＋ε２（j，i） （８）
ただし
δ１＝（μ１，γ１１，γ１２，β１）’
δ２＝（μ２，γ２１，γ２２，β２）’
ここで，対称性の条件：γ１２＝γ２１を追加すると，（８）式は次のように変換される：
U１j＝（１，０，RP１（j），RP２（j），０，REX（j，i），０）
U２j＝（０，１，０，RP１（j），RP２（j），０，REX（j，i））
とすると，
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ΔW１（j，i）＝U１j δ＋ΔY１（j）＋ε１（j，i）
ΔW２（j，i）＝U２j δ＋ΔY２（j）＋ε２（j，i） （９）
ただし
δ＝（μ１，μ２，γ１１，γ１２，γ２２，β１，β２）’
従って推定すべき経済変数のパラメータ個数が１個減少する。
STEP4
（j，i）グループの，葉茎菜と根菜の支出比率を（ΔW１（j，i），ΔW２（j，i））と組にして，（３）式と同じよ
うに（ΔW１（j，i），ΔW２（j，i））の系列をモデル化する：
誤差項の組は，それぞれ 正規分布 N（０，V）に従い，
（ΔY１（j），ΔY２（j）），j＝１，…，n－Iは二次元の“漸進的変化の条件”（４）式に従うも
のとする。
以上のようにモデル化すれば，２節で述べたように，（９）式は（５）式と同等な回帰モデルになるので，
同じギブス サンプラーでパラメータの δと Ω，Ψを推定できる。
（Stoneの price index P＊や弾力性の計算手順については Gustavsen and Rickertsen,２００９を参考にし
た。１３５頁の補記参照）
表２ AI-demand systemによる推定結果
（２―１） （２―２）
a b c a b c
価
格
弾
性
a： －．３８１５
（．０１７０）
－．２１０７
（．０００８０）
－．３３３８
（．０１００）
価
格
弾
性
a： －．８６６６
（．０３６９）
－．００３７
（．０１３８）
－．０９８３
（．０２５７）
b： －．３８７１
（．０１１０）
－．４１３４
（．０１４１）
．１７１６
（．００６３）
b： ．０８７６
（．０２４１）
－．９６９４
（．０１５５）
．０６５９
（．０１７９）
c： －．６２８９
（．００１７）
．０８３４
（．００７７）
－１．４５５９
（．０１３０）
c： ．１１５２
（．０３１９）
－．００７７
（．０４５２）
－１．１３５７
（．０３４１）
支出
弾性
１．３９７５
（．０１６４）
．７０７５
（．０１２２）
．８９６７
（．０１２２）
支出
弾性
．６６３８
（．０８１２）
．９８０８
（．０２１９）
１．２６７８
（．０２１９）
Φ： 

７５２６３ ５５１８３
５５１８３ １５８２９５



Φ： 

２９１５６ ２４１８２
２４１８２ ４８７０６



注 a：葉茎菜；b：根菜；c：他の野菜 Ψ： 

６６７０２６ ６１１４９２
６１１４９２ １４６１１５０



W： 

２．４３２ －１．０１８
－１．０１８ １．１１０



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推定結果
表２が（葉茎菜，根菜，他の野菜）のグループの結果表で，表（２―１）は年次効果を無視した場合
の結果表で，弾性値（括弧内の数値は推定誤差），超パラメータの Φを並べてある。表（２―２）に
は弾性値，Φに加えて，Ψの推定値とW＝Ψ－１を並べてある。表（２―２）のWによると，年次効果
の local slopeの一次階差でみると，葉茎菜と根菜の相関係数は－０．６２となる。
4．個別品目の拡大モデルの推定―“２step-approach”による
森・三枝「拡大コウホートモデル」『論集』４６（２），２０１１で紹介した，経済変数を含んだ拡大モデ
ル（３０）式，p．４５）（以下，拡大モデル（イ）と略称）を次のように拡張する。まず葉茎菜の消費量（Yti，
年齢階級別１人当たり）を次のように表す：
Yti＝μ＋Z（t）δ＋E（i）α＋F（t）θ＋V（t，i）γ＋error （１０）
ただし，
Z（t）＝〔P１（t），P２（t），P３（t），S（t）〕，Pi（t）は３節に登場した価格系列，S（t）は S（t，i）／Pt＊の
加重和。
δ（１）＝e（１，１） δ（２）＝e（１，２） δ（３）＝e（１，３） δ（４）＝eo（１）で，
e（１，１）は自己弾性値，e（１，２），e（１，３）はそれぞれ交差弾性値で，eo（１）は支出弾性値
つぎに，交差弾性値をゼロとして，（１０）式の（α，θ，γ）に“漸進的変化の条件”を課したモデル（以
下，拡大モデル（ロ）と略称）を導く注１。１３５―６頁の注１の付表にモデル（ロ）による各種目の推定値，
δ（１），δ（４）および年齢・年次・コウホート効果の標準偏差，σa，σp，σcが要約されている。葉茎菜
については次のとおりである：
ABIC＝－１４５８（拡大モデル（イ）では，ABIC＝－１４４７）
δ（１）＝－０．１７７２
δ（４）＝０．５８３４
σa＝０．０６７３７ （１０．１）
σp＝０．０１４５１
σc＝０．０４０５８
問題は交差弾性値をゼロとしない場合のアプローチである，ここでは拡大モデル（ロ）をベースにし
て，次のような拡大モデル（ハ）をつくる：
step1
（１０）式のの δに表２―１の弾性値を代入した δを，以下 δ＊と記す。
Y＊ti＝Y－Z（t）δ＊とおいて，（１０）式を書き換える：
Y＊ti＝μ＋E（i）α＋F（t）θ＋V（t，i）γ＋error （１１）
step2
（１１）式の右辺に Z（t）を追加して，次のような拡大モデル（ハ）が得られる：
Y＊ti＝μ＋Z（t）Δδ＋E（i）α＋F（t）θ＋V（t，i）γ＋error （１２）
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ただしパラメータの Δδには，次の事前分布を与える：
Δδ～N（０，Vδ） （１２．１）
ただし，Vδは４by４の対角行列で，表（２―１）の括弧内の推定誤差に従って，
次のように定める。
Vδ（１，１）＝０．０３６９２
Vδ（２，２）＝０．０２４１２
Vδ（３．３）＝０．０３１９２
Vδ（４，４）＝０．０８１２２
（α，θ，γ）の事前分布の標準偏差には，先の（１０．１）の数値を与える。
以上のような事前分布の下で，（１２）式のパラメータ（μ，Δδ，α，θ，γ）を
ギブス サンプラー（２節の case２の step２を若干修正して）で推定する。
以上のような２―step approachで求めた推定結果ガ表３に要約されている
表（３―１）によれば葉茎菜の自己価格弾性は：Δδ１１＋δ＊１＝－．５９９４，支出弾性は Δδ０１＋δ＊０１＝０．５２７２
となる。同じ要領で推定した根菜と他の野菜の弾性値が，それぞれ表（３―１）に並べられている。
最後の表（３―２）には，STEP２で推定された各種目のコウホート効果が並べられているが，いずれ
の種目も１９４０―４４年以降出生コウホートは減少に転じている。１９９５～出生コウホートとの差を見る
と，次頁の表の通りである：
（３―２） 種目別生鮮野菜消費のコウホート効果
出生年 葉茎菜 根菜 他の野菜
１９０５－０９ －．１００４ －．０９７２ －．２８８７
１９１０－０４ －．０５６２ －．０３５６ －．２３５２
１９１５－１９ －．０２１７ ．０１９３ －．１５１５
１９２０－２４ ．００７７ ．０６７４ －．０６７７
１９２５－２９ ．０５７２ ．１０８４ ．００４５
１９３０－３４ ．０９５６ ．１３１３ ．０７６６
１９３５－３９ ．１２２２ ．１２８３ ．１２０９
１９４０－４４ ．１５１９ ．１４０５ ．１６４６
１９４５－４９ ．１３７７ ．１２９０ ．１６２２
１９５０－５４ ．０７９１ ．０８６２ ．１２３１
１９５５－５９ ．００８６ －．００７５ ．０７６０
１９６０－６４ －．００３３ －．０３５１ ．０７７３
１９６５－６９ ．００５３ －．０３７３ ．０７４１
１９７０－７４ ．００５９ －．０４８６ ．０５２５
１９７５－７９ －．０２７７ －．０５８６ ．０２４６
１９８０－８４ －．０７３３ －．０９８２ －．０１８１
１９８５－８９ －．１１６６ －．１３４８ －．０６０２
１９９０－９４ －．１３６７ －．１３４７ －．０７２３
１９９５－ －．１３５５ －．１２３０ －．０６２５
出所：“２―step approach”によって導出．本文参照．
（３―１） 弾性値について
葉茎菜 根菜 他の野菜
a： －．５９９４
（．０２８８）
．０５７６
（．０１３６）
．００４８
（．０２２１）
b： ．１３６２
（．０２１８）
－．８９２６
（．０１５８）
．０９２１
（．０１６９）
c： ．２０６４
（．０２９０）
．０３７４
（．０１４９）
－．９７０６
（．０３２０）
d： ０．５２７２
（．０６６８）
．９４４３
（．０２２１）
１．２４２１
（．０２１９）
注：
a：Δδ１１＋δ＊１１，Δδ１２＋δ＊１２，Δδ１３＋δ＊１３
b：Δδ２１＋δ＊２１，Δδ２２＋δ＊２２，Δδ２３＋δ＊２３
c：Δδ３１＋δ＊３１，Δδ３２＋δ＊３２，Δδ３３＋δ＊３３
d：Δδ０１＋δ＊０１，Δδ０２＋δ＊０２，Δδ０３＋δ＊０３
表３ 拡大モデル（ハ）の推定（２―step approach）
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葉茎菜 根菜 他の野菜
出生年 モデル（ハ） モデル（ロ） モデル（ハ） モデル（ロ） モデル（ハ） モデル（ロ）
１９４０－４４ ．１５１９ ．１５５８ ．１４０５ ．１９９４ ．１６４６ ．２２５７
１９４５～ －．１３５５ －．１５１２ －．１２３０ －．３５７２ －．０６２５ －．３２７９
モデル（ロ）に比べて，１９９５～出生コウホートとの差は小さくなるが，この差は事前分布（１２．１）によ
るものであろう。
補記：
Pj＊について：Tornquist型の価格指数で，下記のように作成されている。
ln Pj＊＝１／２∑（Wij＋Wi０）ln（Pi（j）／Pi０）
ただし，Wij＝品目（i）の支出比率
Wi０＝∑Wij／n i＝１，２，３
Pi０＝∑Pi（j）／n i＝１，２，３
弾性値の導出
（９）式のパラメータ（γ１１，γ１２，γ２２，β１，β２）の推定値は次の通り：
γ１１＝．００９２９，γ１２＝－．００２７８，γ２１＝γ１２，γ２２＝－．００７２
β１＝－．１０３１８，β２＝－．００５５２
表（２―１）の弾性値は次式に従って導出された：
価格弾性値 eii＝－１＋γii／Wi－βi
eij＝γij／Wi－βiWj/Wi
支出弾性値 Ei＝１＋βi／Wi
ただし，各品目の支出比率の系列をWijとすると，Wi＝１／n∑Wijで，
W１＝．３０６９，W２＝．２８７１，W３＝．４０６０
となる。
注１：モデル（ロ）では，S（t，i）／Pi＊の加重和が支出変数になっているが，モデル（イ）では，表４―
６にみるように実質家計収入が支出変数に使われている。この結果，パラメータの推定値が，次の
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付表１ モデルによるパラメータ推定値
拡大モデル（イ） 拡大モデル（ロ）
δ（１） δ（４） σa σp σc ABIC δ（１） δ（４） σa σp σc ABIC
葉茎菜 －．３１３ ．００６ ．０５９ ．０１８ ．０４４ －１４４７ －．１７７ ．５８３ ．０７６ ．０１５ ．０４１ －１４５８
根菜 －．２５４ ．０８９ ．０３６ ．０１３ ．０６９ －１３９４ －．１０９ ．５０７ ．０５２ ．００９ ．０５２ －１４０３
他の野菜 －．５８０ ．２３６ ．０４３ ．０１４ ．０８０ －１２４５ －．３１２ ．５７６ ．０８０ ．０１２ ．０５３ －１２５２
付表１に示されるように，モデルによって異なってくる。
付表１にみるように，ABICの値はどの種目もモデル（ロ）の方が小さい。目立つのは，コウホート
効果の σcはモデル（ロ）の方が小さくて，他方年齢効果の σaはモデル（イ）の方が小さくなる点であ
る。
コメント―あとがきに代えて
続く表４―６は，生鮮野菜３種目，葉茎菜・根菜・他の野菜について，１５―１９歳から７０―７４歳まで
１２階級の，１９７９―２０１２年の年次別消費（付録表１―３）を，三枝が開発した経済変数を含む「拡大コ
ウホートモデル」（森・三枝，２０１１）を使って，３種目別々に，経済変数の弾力性：自己価格弾力
性と成人１人当たり世帯収入に対する弾力性に加えて，それぞれの年齢・時代・コウホート効果を
計測した結果を示している。
前節で到達した３種目からなる生鮮野菜需要体系の分析結果，表２（AI-demand systemによる
経済弾力性）と表３に示した “２―step approach” から導出された，弾力性およびコウホート効果の
推計値と比べてみよう。単種目モデルでは，種目間の競合交差弾力性は計測していない。一般論と
して交差関係に関してはモデルの経済理論的整合性からして，需要体系モデルに分があると看てよ
いだろう。他方，所得弾力性に関しては，表２の支出弾力性は，生鮮野菜の総購入金額に対するそ
れで，家計収入の代理変数としての総消費支出のそれではないから，理論的に比較の仕様が無い
（Thomson，２００４参照）。生鮮野菜全体の購入額の総消費支出に対する弾力性は，１９７９―２０１２年の時
系列分析では，０．４７（t値＝６．３），１９９０年と１９９５年における家計調査全世帯（２人以上世帯のみ）
の横断面分析では，０．４４（t値＝６．９）と０．３２（t値＝３．４）で，野菜総体の消費支出は所得（総消
費支出）にプラス感応するが，１．０よりはかなり低い。また高齢者世帯ほど野菜の購入金額は大き
いから，時系列分析の結果は，対象期間における調査全世帯の高齢化の影響を含んでいる。
本稿で展開した AI-demand systemによると，葉茎菜，根菜，および他の野菜の自己価格弾力性
は，それぞれ－０．４―０．９，－０．４―１．０，－１．１―１．５前後と推計されているが（表２），単品モデルによ
ると，それぞれ－０．３１，－０．２５，－０．５８（表４―６）と推計される。いずれのモデルも，葉茎菜と
根菜については似通った弾性値をだす。他の野菜の場合は前２種目と比べ相対的に顕著に弾力性が
高い点では共通するが，demand systemによる自己価格弾力性は絶対値で１．０に近い（表３―１）。
どちらが真の値に近いか，現在の時点では断じがたい。
以上見たように経済弾力性の推定については，これまでの単品モデルと需要体系モデルの間には，
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表４ 葉茎菜類消費の年齢・年次・世代効果への分離：
実質価格と実質家計収入１）を加えた「拡大」モデル
総平均効果＝２．９８０（０．００３）２） ｛自然対数値｝
価格弾力性＝－０．３１３（０．０４４）；所得弾力性＝０．００６（０．１６４）
年齢効果
年齢（歳） （SD）
年次効果
暦年 （SD）
世代効果
出生年 （SD）
１５－１９ －．２６１ ．０２５ １９７９ ．０２６ ．０３８ １９０５－０９ ．０１２ ．０４８
２０－２４ －．２１２ ．０２６ １９８０ ．０５５ ．０３７ １９１０－１４ ．０５４ ．０４９
２５－２９ －．１９３ ．０２７ １９８１ ．０５４ ．０３７ １９１５－１９ ．０７５ ．０５０
３０－３４ －．１８２ ．０２８ １９８２ ．０５０ ．０３５ １９２０－２４ ．０８９ ．０４９
３５－３９ －．１１８ ．０３１ １９８３ ．０４６ ．０３３ １９２５－２９ ．１２６ ．０４８
４０－４４ ．０１９ ．０３４ １９８４ ．０５３ ．０３２ １９３０－３４ ．１５０ ．０４５
４５－４９ ．１１１ ．０５４ １９８５ ．０４０ ．０３１ １９３５－３９ ．１６３ ．０４２
５０－５４ ．１５５ ．０３１ １９８６ ．０４８ ．０２９ １９４０－４４ ．１８０ ．０３９
５５－５９ ．１７７ ．０２８ １９８７ ．０１８ ．０２８ １９４５－４９ ．１５２ ．０３８
６０－６４ ．１８４ ．０２７ １９８８ ．００５ ．０２７ １９５０－５４ ．０７９ ．０３７
６５－６９ ．１６４ ．０２６ １９８９ －．００４ ．０２５ １９５５－５９ －．００５ ．０３８
７０－７４ ．１５６ ．０２５ １９９０ ．００７ ．０２４ １９６０－６４ －．０３０ ．０４０
１９９１ ．００４ ．０２１ １９６５－６９ －．０３５ ．０４５
１９９２ ．０１６ ．０２０ １９７０－７４ －．０４８ ．０４５
１９９３ ．０２８ ．０２０ １９７５－７９ －．０９５ ．０４８
１９９４ ．００７ ．０１８ １９８０－８４ －．１５５ ．０５０
１９９５ －．００６ ．０１７ １９８５－８９ －．２１１ ．０５０
１９９６ ．０１４ ．０１７ １９９０－９４ －．２４５ ．０４９
１９９７ －．００２ ．０１７ １９９５～ －．２５５ ．０４９
１９９８ －．０１７ ．０１６
１９９９ －．０３０ ．０１６
２０００ －．０４３ ．０１６
２００１ －．０５３ ．０１６
２００２ －．０４１ ．０１６
２００３ －．０５７ ．０１７
２００４ －．０５８ ．０１８
２００５ －．０５９ ．０１９
２００６ －．０５０ ．０１８
２００７ －．０４１ ．０１９
２００８ －．０１２ ．０２０
２００９ ．０１２ ．０２１
２０１０ ．００１ ．０２１
２０１１ －．００６ ．０２２
２０１２ －．００４ ．０２１
注：１）成人（OECD換算）１人当たり年間収入；２）標準誤差．
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表５ 根菜類消費の年齢・年次・世代効果への分離：
実質価格と実質家計収入１）を加えた「拡大」モデル
総平均効果＝３．１７１（０．００４）２） ｛自然対数値｝
価格弾力性＝－０．２５４（０．０５３）；所得弾力性＝０．０８９（０．１２５）
年齢効果
年齢（歳） （SD）
年次効果
暦年 （SD）
世代効果
出生年 （SD）
１５－１９ －．１０６ ．０２３ １９７９ ．０１６ ．０２９ １９０５－０９ ．３１１ ．０４５
２０－２４ －．０８１ ．０２４ １９８０ ．０２５ ．０２９ １９１０－１４ ．３７４ ．０４６
２５－２９ －．０７４ ．０２５ １９８１ ．０１８ ．０２８ １９１５－１９ ．３８４ ．０４６
３０－３４ －．０９６ ．０２６ １９８２ ．０１５ ．０２７ １９２０－２４ ．３７２ ．０４６
３５－３９ －．０９２ ．０２８ １９８３ ．０２３ ．０２６ １９２５－２９ ．３６２ ．０４６
４０－４４ －．０１６ ．０３１ １９８４ ．００３ ．０２５ １９３０－３４ ．３３７ ．０４４
４５－４９ ．０４０ ．０３１ １９８５ ．００３ ．０２４ １９３５－３９ ．２８２ ．０４０
５０－５４ ．０６６ ．０２８ １９８６ ．０２６ ．０２３ １９４０－４４ ．２４４ ．０３６
５５－５９ ．０９７ ．０２６ １９８７ ．０２１ ．０２２ １９４５－４９ ．１８２ ．０３５
６０－６４ ．１０８ ．０２５ １９８８ ．０１７ ．０２１ １９５０－５４ ．０８９ ．０３５
６５－６９ ．０８６ ．０２４ １９８９ ．００４ ．０２０ １９５５－５９ －．０５８ ．０３５
７０－７４ ．０６８ ．０２３ １９９０ ．００４ ．０１９ １９６０－６４ －．１３５ ．０３７
１９９１ ．０１５ ．０１８ １９６５－６９ －．１８８ ．０４５
１９９２ ．０１９ ．０１７ １９７０－７４ －．２４９ ．０４２
１９９３ ．００６ ．０１７ １９７５－７９ －．３１２ ．０４６
１９９４ －．００７ ．０１６ １９８０－８４ －．３９９ ．０４６
１９９５ －．００４ ．０１５ １９８５－８９ －．４８７ ．０４７
１９９６ ．０１１ ．０１６ １９９０－９４ －．５４０ ．０４６
１９９７ ．００３ ．０１５ １９９５～ －．５６８ ．０４５
１９９８ ．００１ ．０１５
１９９９ －．０１４ ．０１５
２０００ －．０２０ ．０１５
２００１ －．０２６ ．０１５
２００２ －．０２５ ．０１６
２００３ －．０３２ ．０１６
２００４ －．０３２ ．０１７
２００５ －．０３３ ．０１７
２００６ －．０３２ ．０１７
２００７ －．０２５ ．０１８
２００８ ．００１ ．０１８
２００９ ．００７ ．０１９
２０１０ －．００６ ．０１９
２０１１ －．０１１ ．０１９
２０１２ －．０２４ ．０１９
注：１）成人（OECD換算）１人当たり年間収入；２）標準誤差．
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表６ 他の野菜類消費の年齢・年次・世代効果への分離：
実質価格と実質家計収入１）を加えた「拡大」モデル
総平均効果＝２．７８８（０．００４）２） ｛自然対数値｝
平均価格弾力性＝－０．５８０（０．０８０）；所得弾力性＝０．２３６（０．１４４）
年齢効果
年齢（歳） （SD）
年次効果
暦年 （SD）
世代効果
出生年 （SD）
１５－１９ －．１８２ ．０２７ １９７９ ．２０５ ．０３３ １９０５－０９ ．３３１ ．０５２
２０－２４ －．１５３ ．０２８ １９８０ ．０１８ ．０３２ １９１０－１４ ．３６７ ．０５３
２５－２９ －．１３６ ．０２９ １９８１ ．００５ ．０３２ １９１５－１９ ．３７８ ．０５４
３０－３４ －．１２１ ．０３０ １９８２ ．００３ ．０３１ １９２０－２４ ．３８３ ．０５４
３５－３９ －．１０２ ．０３３ １９８３ －．０１１ ．０２９ １９２５－２９ ．３７９ ．０５３
４０－４４ －．０３６ ．０３６ １９８４ －．０１６ ．０２８ １９３０－３４ ．３８０ ．０５２
４５－４９ ．０３３ ．０３６ １９８５ －．０１０ ．０２７ １９３５－３９ ．３４７ ．０４７
５０－５４ ．０９０ ．０３３ １９８６ －．０１３ ．０２６ １９４０－４４ ．３１８ ．０４３
５５－５９ ．１４３ ．０３０ １９８７ －．００９ ．０２５ １９４５－４９ ．２４０ ．０４１
６０－６４ ．１６５ ．０２９ １９８８ －．００１ ．０２４ １９５０－５４ ．１２６ ．０４１
６５－６９ ．１５３ ．０２８ １９８９ ．００３ ．０２３ １９５５－５９ ．００２ ．０４１
７０－７４ ．１４７ ．０２７ １９９０ ．００３ ．０２１ １９６０－６４ －．０７０ ．０４４
１９９１ ．００５ ．０２０ １９６５－６９ －．１４９ ．０５３
１９９２ ．０１５ ．０２０ １９７０－７４ －．２４４ ．０５０
１９９３ ．００１ ．０１９ １９７５－７９ －．３４９ ．０７５
１９９４ －．００６ ．０１９ １９８０－８４ －．４６５ ．０５４
１９９５ －．０２３ ．０１９ １９８５－８９ －．５８２ ．０５４
１９９６ －．０１２ ．０１９ １９９０－９４ －．６６９ ．０５３
１９９７ －．０１１ ．０１８ １９９５～ －．７２３ ．０５３
１９９８ ．００１ ．０１７
１９９９ －．００３ ．０１７
２０００ －．００６ ．０１８
２００１ －．０１７ ．０１８
２００２ －．０２１ ．０１８
２００３ －．０２８ ．０１８
２００４ －．０２５ ．０１９
２００５ －．０２８ ．０１９
２００６ －．０２７ ．０２０
２００７ －．００９ ．０２１
２００８ ．００９ ．０２１
２００９ ．０３１ ．０２２
２０１０ ．０４９ ．０２２
２０１１ ．０５６ ．０２２
２０１２ ．０５６ ．０２３
注：１）成人（OECD換算）１人当たり年間収入；２）標準誤差．
生鮮野菜３種目の家計消費のコウホート分析―需要体系モデルへの接合
139
種目によってある程度の差が生じたが，基本的な問題とは思えない。しかし，AI-demand system
の直接的結果から “２―step approach” で間接的に導出されたコウホート効果（表３―２）について
は，質的な差とまでは言えないが，かなりの違いが見られる。すなわち単種目モデルでは，いずれ
の種目も古い出生コウホートはかなりのプラスで，１９５０年代後半以降に出生した新しいコウホート
はマイナスで，新しくなるほど負の値が逓増しているように見える。自然対数値を実数に換算する
と，旧世代・新世代の差は，葉茎菜の場合：約６．０kg（総平均＝１９．６９），根菜の場合：約２０．６kg（総
平均＝２３．８３），他の野菜の場合：約１５．２kg（総平均＝１６．２５）（総平均１９．６９）で，著しく大きい。
これに反し，需要体系分析から導出されたコウホート効果の場合は，１９４０―４４年以降出生世代の
コウホート効果はいずれの種目でも逓減傾向を示しているが，旧世代・新世代の差は，上に挙げた
単種目モデルの結果に比べ，かなり小さい（表３―２）。付録に掲載した年齢階級別個人消費の推移
を眺めると，感覚的にはどの種目も，年齢効果に関しては年配層のほうがプラス，他方コウホート
効果に関しては，新しい出生世代は負の傾向を持っているかに見える。モデルの否定的な再検討に
入る前に，入力データのチェック２）と制約条件のつけ方の調整など，地道な作業が残されており，
すでに一部取り組んでいる。
２）初校校正に際して，ある程度実行して，表２と表３は全面的に書き換えた。
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付録表１：葉茎菜類の年齢階級別家計消費の変化，１９７９―２０１２年 （kg／１人）
１５―１９歳 ２０―２４ ２５―２９ ３０―３４ ３５―３９ ４０―４４ ４５―４９ ５０―５４ ５５―５９ ６０―６４ ６５―６９ ７０―７４
１９７９年 １８．０７ １８．７８ １８．８６ １９．４０ ２２．０４ ２４．２８ ２７．１１ ２８．１３ ２７．５３ ２６．９５ ２５．６４ ２５．１５
１９８０ １６．９６ １７．３０ １７．２３ １８．５９ ２２．８９ ２５．２２ ２７．６４ ２８．２９ ２７．４４ ２７．１４ ２５．２７ ２４．５５
１９８１ １６．６６ １７．０５ １７．１５ １８．４５ ２２．３３ ２７．４６ ２８．７６ ２９．４８ ２８．８２ ２７．７７ ２６．７５ ２６．３９
１９８２ １８．１６ １８．０７ １７．８６ １９．２０ ２２．１０ ２６．６２ ２８．３８ ２８．７４ ２８．７６ ２７．７８ ２７．５５ ２７．６３
１９８３ １５．７１ １６．４４ １６．５９ １８．００ ２０．５６ ２６．９０ ２８．０９ ２９．８２ ２８．４６ ２６．９８ ２６．３６ ２６．２２
１９８４ １５．８８ １６．５３ １６．９５ １８．１６ ２１．４２ ２６．６７ ２８．５９ ２９．３９ ２９．７０ ２９．１３ ２７．６９ ２７．１２
１９８５ １５．０１ １５．４７ １５．６７ １６．６４ １９．００ ２５．８７ ２９．２９ ２９．６６ ２９．１５ ２８．７２ ２８．２４ ２８．１０
１９８６ １６．６３ １７．２２ １７．４５ １８．１３ ２０．６４ ２４．９１ ２８．２３ ２８．５６ ２９．３８ ２８．９７ ２７．９７ ２７．６９
１９８７ １５．８０ １６．８３ １７．１２ １７．２８ １９．７３ ２３．５７ ２６．１０ ２７．５６ ２７．８３ ２７．２６ ２６．７３ ２６．６６
１９８８ １４．１５ １４．８１ １５．３９ １６．０１ １７．９７ ２４．７８ ２６．２６ ２６．４４ ２７．３６ ２６．３７ ２４．２３ ２３．３０
１９８９ １４．２３ １４．８３ １５．２４ １６．１３ １７．８３ ２２．５３ ２７．０２ ２７．００ ２７．３０ ２６．８４ ２５．３３ ２４．７４
１９９０ １３．４４ １４．３９ １４．８９ １５．５４ １７．５２ ２２．９５ ２５．７４ ２６．５９ ２６．６５ ２６．７７ ２４．６４ ２３．７７
１９９１ １２．３８ １３．２５ １３．７７ １４．５７ １６．３６ ２１．２０ ２５．２０ ２６．０１ ２６．３２ ２５．３８ ２４．４１ ２４．０６
１９９２ １３．７０ １５．４１ １６．０５ １５．４４ １６．８４ ２３．４０ ２６．２３ ２７．８１ ２７．４５ ２６．９８ ２５．８８ ２５．５０
１９９３ １３．４５ １４．９５ １５．６３ １５．８２ １７．５８ ２１．３４ ２４．８０ ２６．５０ ２７．３４ ２７．１１ ２６．２４ ２６．０６
１９９４ １２．２１ １３．７９ １４．７５ １５．４６ １５．９９ １９．９６ ２５．０１ ２６．６７ ２６．８７ ２６．７２ ２５．３８ ２４．８８
１９９５ １２．７７ １４．１２ １４．９８ １５．１６ １６．１９ １８．９０ ２５．６９ ２６．６０ ２７．４０ ２７．２１ ２５．３９ ２４．６７
１９９６ １３．８９ １５．３７ １６．１７ １６．０３ １７．９９ ２１．１２ ２４．０６ ２６．２２ ２７．７９ ２７．９０ ２６．５５ ２６．０５
１９９７ １２．５１ １４．５５ １５．７７ １５．８７ １７．１５ １９．４９ ２２．７７ ２５．４６ ２７．１８ ２７．３０ ２７．１６ ２７．２５
１９９８ １０．９５ １２．４２ １３．６３ １４．３６ １５．８８ １９．０３ ２２．０２ ２４．５２ ２６．９３ ２６．７４ ２５．３０ ２４．７１
１９９９ １１．２１ １２．６６ １４．０２ １５．４４ １６．３１ １８．８５ ２１．９２ ２４．７０ ２６．５７ ２７．７８ ２７．１９ ２６．９７
２０００ １１．５８ １２．９９ １４．２０ １５．１６ １６．７５ １９．１６ ２１．８７ ２４．８０ ２６．７９ ２８．１５ ２８．３３ ２５．２８
２００１ １１．４０ １２．７９ １３．８９ １４．７５ １６．３２ １８．８１ ２１．３７ ２３．８４ ２５．５５ ２６．３９ ２５．９３ ２４．８０
２００２ １１．８６ １３．４１ １４．５７ １５．３９ １６．８３ １９．１５ ２１．７９ ２４．４９ ２６．１４ ２６．７８ ２６．２５ ２５．１５
２００３ １１．２２ １２．８１ １４．１６ １４．８２ １５．８５ １７．６１ １９．８６ ２２．７７ ２４．８５ ２６．１８ ２５．７１ ２４．２５
２００４ １０．３６ １１．６８ １３．００ １４．６３ １６．２０ １７．９５ ２０．１３ ２２．６３ ２４．８０ ２６．３０ ２５．９６ ２４．５８
２００５ １１．０２ １２．３０ １３．４３ １４．６１ １６．０６ １７．９９ ２０．２４ ２２．６６ ２４．６１ ２５．７７ ２５．７３ ２４．９４
２００６ １１．４０ １２．６８ １３．８９ １４．９１ １６．１１ １７．７７ １９．８０ ２２．４６ ２４．５７ ２６．０７ ２５．９９ ２４．８８
２００７ １１．５２ １２．８１ １４．０８ １４．９６ １６．０４ １７．６０ １９．５４ ２１．９９ ２４．４８ ２６．３８ ２６．７２ ２６．００
２００８ １２．１３ １３．７７ １５．０９ １５．７４ １６．６６ １８．２３ ２０．５７ ２３．４０ ２５．５２ ２６．６４ ２６．８４ ２６．４５
２００９ １２．８１ １４．０６ １５．２８ １５．９６ １７．２６ １９．４７ ２１．６１ ２３．７３ ２６．１１ ２８．２３ ２８．３４ ２７．１２
２０１０ １１．３７ １２．２２ １３．２１ １４．７３ １６．５８ １９．０９ ２１．０２ ２２．７９ ２４．８１ ２６．６８ ２７．０１ ２６．２９
２０１１ １１．４９ １２．３９ １３．５０ １４．７１ １６．３９ １８．６５ ２０．５３ ２２．２４ ２４．８５ ２７．８３ ２８．２０ ２７．１０
２０１２ １２．１１ １２．８１ １３．５９ １４．０５ １５．３５ １９．１６ ２０．５８ ２１．６６ ２３．３３ ２６．４５ ２７．４２ ２７．５９
出所：森が『家計調査年報』記載の世帯主年齢階級別消費量から，Tnaka・Mori・Inabaモデルを用いて推計した．
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付録表２：根菜類の年齢階級別家計消費の変化，１９７９―２０１２年 （kg／１人）
１５―１９歳 ２０―２４ ２５―２９ ３０―３４ ３５―３９ ４０―４４ ４５―４９ ５０―５４ ５５―５９ ６０―６４ ６５―６９ ７０―７４
１９７９年 ２０．３２ ２２．０９ ２３．１８ ２３．７７ ２６．０８ ２８．９４ ３２．８２ ３５．８３ ３７．１２ ３７．２９ ３４．７０ ３３．６０
１９８０ １９．７３ ２０．７１ ２１．５９ ２３．５３ ２７．３３ ２９．５３ ３４．２２ ３６．０８ ３７．２８ ３９．２４ ３７．４８ ３６．７３
１９８１ １８．１９ １９．２６ ２０．２４ ２１．９９ ２４．１６ ２８．７７ ３２．１４ ３５．０７ ３６．４０ ３６．７８ ３６．１４ ３５．９１
１９８２ １８．２６ １９．２４ ２０．１４ ２２．５７ ２５．０３ ３０．３５ ３３．９５ ３６．７２ ３７．７３ ３７．５３ ３６．９９ ３６．８１
１９８３ １９．２３ ２０．６０ ２１．２３ ２２．０４ ２４．５３ ２９．５０ ３２．２７ ３７．０３ ３６．６４ ３６．８３ ３７．１８ ３７．４６
１９８４ １７．５８ １８．９５ ２０．２０ ２２．２１ ２５．０６ ２８．１１ ３２．５８ ３４．９３ ３７．４２ ３６．３２ ３７．４２ ３８．０５
１９８５ １６．９１ １８．３１ １９．８３ ２１．８６ ２４．３５ ３０．３４ ３３．７１ ３６．０４ ３９．４９ ４１．１０ ４２．５６ ４３．３１
１９８６ １８．０６ １９．８３ ２１．１４ ２１．１２ ２３．５２ ２７．９６ ３３．６４ ３６．０３ ３８．００ ３８．９８ ３８．９６ ３９．０２
１９８７ １７．３４ １９．１１ ２０．６４ ２１．１０ ２３．５３ ２８．６１ ３１．７１ ３４．２４ ３７．３０ ３９．４７ ３９．６０ ３９．７１
１９８８ １７．１０ １８．２１ １９．６５ ２１．０５ ２３．２８ ２９．８８ ３２．２４ ３３．６１ ３７．４９ ３８．８９ ３７．１２ ３６．３１
１９８９ １５．８６ １７．０１ １８．３２ ２０．３９ ２１．８５ ２８．３８ ３１．９５ ３３．４６ ３６．５５ ３７．０２ ３７．２０ ３７．３６
１９９０ １５．７０ １６．３３ １７．３７ １９．２０ ２１．２７ ２６．３０ ３２．０８ ３２．５４ ３４．５５ ３６．９０ ３６．９７ ３７．０４
１９９１ １５．４４ １６．６２ １７．８１ １８．４７ ２０．６４ ２７．１２ ３０．８９ ３１．８８ ３４．９３ ３６．８７ ３７．２４ ３７．４６
１９９２ １５．９５ １８．１８ １９．５０ １８．７２ ２０．２３ ２８．５３ ３１．４０ ３３．７１ ３４．８５ ３６．８８ ３８．０２ ３８．６１
１９９３ １５．２５ １６．５５ １７．８３ １８．５９ ２０．１６ ２５．４４ ３０．４８ ３１．９４ ３４．７３ ３６．６８ ３７．９８ ３８．６２
１９９４ １３．９０ １５．７２ １７．４４ １９．１２ １９．６９ ２３．６１ ２８．２３ ３１．３７ ３３．４６ ３５．５２ ３６．３２ ３６．７４
１９９５ １４．９９ １６．２３ １７．４７ １７．９４ １８．１６ ２２．０２ ２９．８８ ３０．６７ ３５．３８ ３６．３０ ３６．２６ ３６．２７
１９９６ １４．４８ １６．３６ １７．９６ １８．３５ １９．７６ ２６．５７ ２８．９６ ３１．９６ ３５．４２ ３６．６７ ３７．０１ ３７．２４
１９９７ １４．８０ １６．４０ １７．７７ １８．１３ １９．６８ ２２．２０ ２７．３３ ２９．４７ ３４．８６ ３６．６８ ３７．９５ ３８．６２
１９９８ １３．１６ １４．６５ １６．１９ １７．６８ １９．８７ ２３．１６ ２７．９６ ３０．４８ ３４．１３ ３６．５１ ３７．０７ ３７．３９
１９９９ １３．３６ １５．０９ １６．７８ １７．８４ １８．８０ ２１．３５ ２４．８６ ２８．９０ ３２．６１ ３５．１９ ３６．０７ ３６．５４
２０００ １３．２９ １５．０９ １６．６８ １７．５３ １８．９４ ２１．１８ ２４．８９ ３０．５８ ３３．２４ ３５．１２ ３５．９７ ３６．１３
２００１ １２．６６ １４．２０ １５．７２ １７．０４ １９．０６ ２２．０９ ２５．３１ ２８．５６ ３１．９１ ３４．３６ ３５．１６ ３４．８８
２００２ １３．５０ １５．３３ １６．９４ １７．２３ １８．３４ ２０．５７ ２３．３７ ２７．３２ ３１．４５ ３４．３０ ３５．５８ ３５．９５
２００３ １２．７９ １４．７３ １６．４４ １６．３９ １７．０６ １８．８８ ２１．２７ ２４．７３ ２９．８４ ３３．３７ ３４．４３ ３４．４０
２００４ １２．０５ １３．５８ １５．１５ １６．５６ １７．８１ １９．２１ ２１．５５ ２７．３９ ３０．５２ ３２．４５ ３２．８９ ３２．４２
２００５ １２．３１ １３．８３ １５．２３ １６．０３ １７．２８ １９．２２ ２１．９２ ２６．３１ ２９．１４ ３１．２０ ３２．３６ ３２．８６
２００６ １１．７４ １３．００ １４．４４ １６．２３ １７．８９ １９．５５ ２１．６８ ２４．８５ ２８．６２ ３１．２３ ３２．３１ ３２．４２
２００７ １２．８８ １４．１８ １５．４８ １６．０９ １６．９２ １８．１７ ２０．００ ２３．２３ ２７．０７ ３０．５８ ３２．２９ ３３．４９
２００８ １３．０２ １４．４６ １５．９１ １６．４７ １７．２６ １８．６５ ２０．５７ ２４．２９ ２９．７５ ３２．８０ ３３．５５ ３３．２７
２００９ １２．４０ １３．６６ １５．０９ １６．４６ １７．８０ １９．３３ ２１．２７ ２４．０３ ２８．７０ ３２．９５ ３３．４５ ３２．７１
２０１０ １１．９３ １２．８３ １３．８６ １４．９３ １６．４３ １８．４４ ２０．３０ ２２．１３ ２５．５２ ３０．０３ ３０．９２ ３０．９８
２０１１ １２．８３ １３．７６ １４．６９ １４．７９ １５．５１ １７．０４ １８．５５ ２０．１０ ２４．３０ ３１．０８ ３１．９２ ３２．０９
２０１２ １１．１８ １１．５７ １２．３８ １４．５４ １６．６４ １８．４１ １９．９２ ２１．３４ ２３．５０ ２８．４７ ３０．２３ ３１．４８
出所：森が『家計調査年報』記載の世帯主年齢階級別消費量から，Tnaka・Mori・Inabaモデルを用いて推計した．
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付録表３：他の野菜類の年齢階級別家計消費の変化，１９７９―２０１２年 （kg／１人）
１５―１９歳 ２０―２４ ２５―２９ ３０―３４ ３５―３９ ４０―４４ ４５―４９ ５０―５４ ５５―５９ ６０―６４ ６５―６９ ７０―７４
１９７９年 １５．０５ １５．６５ １６．０２ １６．７１ １８．２２ ２１．０８ ２６．８９ ２７．５９ ２７．５６ ２８．１８ ２７．５０ ２７．２３
１９８０ １３．２６ １３．９２ １４．３９ １５．７０ １７．９１ ２１．８５ ２５．８３ ２６．９４ ２６．９７ ２７．５４ ２６．６６ ２６．３１
１９８１ １２．５３ １３．８４ １４．７５ １５．３１ １７．６４ ２１．５９ ２３．２３ ２６．２７ ２７．５０ ２７．１６ ２６．７５ ２６．６２
１９８２ １２．５１ １３．７２ １４．８８ １６．５６ １８．８９ ２２．７７ ２４．９８ ２７．２１ ２９．３６ ２８．９８ ２８．１５ ２７．８３
１９８３ １１．７３ １２．６１ １３．３０ １４．６８ １５．８３ ２１．４６ ２３．３８ ２６．０１ ２６．２１ ２６．２７ ２６．３９ ２６．５２
１９８４ １１．９０ １３．１７ １４．２０ １４．９３ １７．１４ ２０．２７ ２３．０４ ２５．１６ ２６．８３ ２７．７５ ２８．０８ ２８．２９
１９８５ １０．４４ １１．５８ １２．６７ １４．１８ １５．８８ ２０．１４ ２２．９１ ２５．３２ ２６．７８ ２８．３７ ２９．１９ ２９．６２
１９８６ １０．８７ １２．３０ １３．５４ １４．２６ １５．５２ ２０．６１ ２４．２０ ２５．９６ ２７．６４ ２８．２８ ２７．９９ ２７．８９
１９８７ １０．９４ １２．３４ １３．４９ １４．６６ １６．５５ １９．８０ ２３．０３ ２５．１７ ２７．１８ ２６．９７ ２７．５５ ２７．９３
１９８８ １０．６２ １１．８６ １２．９７ １４．１３ １５．５３ ２０．６３ ２２．９２ ２４．６５ ２６．１０ ２６．８３ ２５．９４ ２５．５６
１９８９ １０．５０ １１．７５ １２．８８ １３．９５ １５．０８ １８．２７ ２３．０２ ２４．４８ ２６．５１ ２６．５４ ２７．０１ ２７．２８
１９９０ ９．２３ １０．１５ １１．１４ １３．０１ １５．３６ １７．４９ ２２．３１ ２４．１０ ２５．４５ ２７．０４ ２６．７８ ２６．７０
１９９１ ８．７１ ９．６０ １０．６５ １２．２７ １４．３０ １７．５８ ２１．３８ ２２．７６ ２５．０４ ２６．０７ ２５．８７ ２５．８２
１９９２ ９．８５ １１．７１ １３．２０ １３．３３ １４．１３ １８．８２ ２０．９９ ２３．７２ ２５．８４ ２７．８３ ２８．８９ ２９．４１
１９９３ ９．０６ １０．３２ １１．５４ １２．５４ １４．０２ １７．１１ １９．５９ ２１．６８ ２４．０６ ２５．９５ ２６．９５ ２７．４５
１９９４ ８．６４ １０．０２ １１．５５ １３．９６ １５．１６ １６．９４ ２２．０２ ２４．６２ ２６．５５ ２８．５７ ２９．０２ ２９．２４
１９９５ ８．８６ １０．０９ １１．２７ １２．３８ １３．６５ １５．００ ２０．７９ ２２．９２ ２４．５２ ２５．７６ ２５．４３ ２５．２８
１９９６ ８．６５ １０．０３ １１．３４ １２．６１ １４．５８ １７．３１ ２０．０９ ２３．２８ ２６．６６ ２７．２４ ２６．７５ ２６．５９
１９９７ ８．１８ ９．３０ １０．５６ １２．１３ １３．９１ １５．７３ １８．８１ ２２．２４ ２５．６９ ２７．１２ ２７．６３ ２７．９０
１９９８ ７．５５ ８．６７ ９．９５ １１．８０ １４．３０ １５．８８ １９．７３ ２３．３８ ２７．１９ ２７．５８ ２７．６０ ２７．６４
１９９９ ８．１３ ９．１２ １０．４０ １２．３０ １３．７８ １６．７７ １８．５３ ２１．８９ ２６．７５ ２８．２６ ２８．８１ ２９．０９
２０００ ７．８２ ９．２３ １０．７４ １２．３４ １４．１３ １６．３１ １８．８８ ２２．６８ ２６．９９ ２９．４１ ２９．６４ ２８．６８
２００１ ７．６４ ８．７５ １０．０２ １１．７７ １３．６６ １５．７７ １８．１２ ２１．４１ ２４．９３ ２６．９８ ２７．６７ ２７．４６
２００２ ７．２３ ８．３０ ９．６０ １１．６２ １３．３６ １４．９２ １７．０７ ２１．０９ ２４．８２ ２６．６６ ２７．４７ ２７．５６
２００３ ６．７５ ８．０８ ９．５２ １１．０４ １２．３４ １３．５９ １５．７２ ２０．０７ ２２．９０ ２４．９１ ２６．０５ ２６．５４
２００４ ６．９８ ８．２７ ９．６４ １０．７５ １１．９５ １３．４２ １５．３９ １８．７３ ２３．１９ ２５．７５ ２６．８９ ２７．３２
２００５ ７．０１ ８．２７ ９．６４ １１．１２ １２．４７ １３．８９ １５．８９ １９．１９ ２２．２５ ２４．５３ ２５．５４ ２５．８０
２００６ ６．３３ ７．４３ ８．７５ １０．４６ １１．９１ １３．１９ １４．９８ １７．５３ ２１．０７ ２３．４８ ２４．５２ ２４．６６
２００７ ７．３２ ８．４９ ９．７８ １０．６２ １１．２８ １１．９７ １３．４１ １６．６１ ２０．８０ ２５．０３ ２６．３７ ２７．１４
２００８ ７．１１ ８．３４ ９．６４ １０．４９ １１．３９ １２．５２ １４．２５ １７．４０ ２１．１１ ２４．４４ ２５．９５ ２６．８９
２００９ ６．５３ ７．５２ ８．８１ １０．７８ １２．４２ １３．７３ １５．４９ １７．８６ ２１．３１ ２５．４５ ２６．６７ ２７．０８
２０１０ ６．５３ ７．５７ ８．７２ １０．１１ １１．７０ １３．５３ １５．５３ １７．７０ ２０．４８ ２３．２６ ２４．７７ ２５．６７
２０１１ ７．１８ ８．１９ ９．３２ １０．２０ １１．１０ １２．１６ １３．６４ １６．３９ ２０．５４ ２４．７５ ２５．６９ ２５．９７
２０１２ ６．９３ ７．６１ ８．５０ ９．９２ １１．３０ １２．５６ １４．０１ １５．６８ １８．１５ ２３．７０ ２５．４５ ２６．９７
出所：森が『家計調査年報』記載の世帯主年齢階級別消費量から，Tnaka・Mori・Inabaモデルを用いて推計した．
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